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第１ 外国人の雇用・労働に係る統計整備に関する研究会設置の背景等 

 

１ 本研究会設置の背景 

(1)  厚生労働省では、外国人雇用対策について幅広く議論するため、「外国人雇用対策

の在り方に関する検討会」を設置し、令和３年６月に「中間取りまとめ」を公表した。

このとりまとめでは、「外国人労働者をめぐる問題については、エピソードベースの

情報にとどまらず、国内外の労働市場の動向の全体像をエビデンスに基づき客観的に

把握し、取り組むべき課題や優先順位を明確にすることが求められる。」と指摘した

上で、「関係諸機関が連携し、日本人と外国人が比較可能な統計等を新たに整備する

ことも含めて検討し、エビデンスに基づく外国人雇用対策の立案の基盤整備を目指す

べきである。」(p.6)と提言している。 

(2)  これらを踏まえ、本研究会では、外国人労働者の労働条件、キャリア形成等の雇用

管理の実態の把握に加え、我が国労働市場における国内・国外からの労働移動の実態

を適切に把握するための統計基盤の整備等に向け、検討を行った。 

 

２ 検討事項 

本研究会における検討事項は以下のとおりである。 

(1)  外国人の雇用労働状況に関して、既存統計と比較可能な統計の整備 

① 国内外における統計の整備状況を把握した上で、外国人労働者の雇用管理の実態

の把握に加え、労働移動の実態を適切に把握するため、新たに整備が必要と思われ

る統計の調査方法、調査内容等について、優先順位の整理を行う。 

② 新たな統計を整備する際の技術的課題の整理を行う。 

(2)  その他、外国人労働者に係る施策に資する既存統計等のデータの活用等の検討を行

う。 

 

３ 委員名簿 

 

＜委 員＞（五十音順） 

井口 泰     関西学院大学経済学部 教授 

神林 龍     一橋大学経済研究所 教授 

小島 祥美   東京外国語大学 多言語多文化共生センター長 

（世界言語社会教育センター准教授） 

是川 夕     国立社会保障・人口問題研究所 国際関係部 部長 

佐藤 香     東京大学社会科学研究所 社会調査・データアーカイブ 

研究センター 教授 

竹ノ下 弘久 慶應義塾大学法学部 教授 

富田 敬子   常磐大学・常盤短期大学 学長 

永吉 希久子 東京大学社会科学研究所 准教授 

林 玲子     国立社会保障・人口問題研究所 副所長 
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○樋口 美雄   労働政策研究・研修機構 理事長 

町北 朋洋   京都大学東南アジア地域研究研究所 准教授 

○ 座長 

 

＜オブザーバー＞ 

大村 修一 総務省政策統括官（統計制度担当）付経済統計担当統計審査官室企画官 

近江 愛子 出入国在留管理庁政策課長 

渡邉 学   厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、労使関係担当）付 

審査解析室長 

今井 秀紀 厚生労働省職業安定局雇用政策課調査官 

 

＜事務局＞ 

 三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 

 

＜委託元＞ 

厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課 

 

４ 開催経緯 

 

第１回：令和３年 10月 29日 

（１）事業概要・検討内容について 

（２）文献調査について 

（３）委員からの情報提供 

（４）今後の方向性・論点について、意見交換 

 

第２回：令和３年 12月 22日 

（１）日本人と外国人が比較可能な統計の整備について 

（２）人手不足を判断するための統計の活用等について 

（３）意見交換（主に議題（１）について） 

 

第３回：令和４年２月 21日 

（１）日本人と外国人が比較可能な統計の整備について 

（２）人手不足を判断するための統計の活用等について 

（３）外国人の雇用・労働等に関連する業務統計の活用について 

（４）意見交換（主に議題（２）、報告書骨子案について） 

 

第４回：令和４年３月 14日 

（１）日本人と外国人が比較可能な統計の整備について 

（２）人手不足を判断するための統計の活用等について 
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（３）外国人の雇用・労働等に関連する業務統計の活用について 

（４）意見交換 
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第２ ハローワークが保有する行政記録情報の活用 

 

１ ハローワークが保有する行政記録情報の意義 

(1)  公共職業安定所（以下「ハローワーク」という。）における業務管理システム（以下

「ハローワークシステム」という。）で把握されている求職情報・求人情報の中には、

外国人と日本人を比較できる指標がある。これら指標は、景気後退時等における外国

人労働力需給状況を日本人と比較するための指標として活用することができる。また、

これら指標は、対象月の翌月末にはとりまとまるため、即時性があるものとなってい

る。 

(2)  このため、外国人雇用対策の在り方に関する検討会においては、これらの情報が外

国人雇用の状況を分析する際の資料として活用され、公表されてきたところである。

今後も、こうした取組を継続することが適当である。 

(3)  なお、ハローワークシステムで把握する行政記録情報の活用に当たっては、ハロー

ワークへの求職者と求人事業所以外の求職者や事業所の情報が含まれていないこと

や、ハローワークへの求職者や求人には、産業、職種等で一定の偏りがあることに留

意することが必要である。 

 

２ これまで活用された情報 

過去の外国人雇用対策の在り方に関する検討会で提示された主なハローワークシステム

で把握する行政記録情報の分析は以下のとおり。（資料１参照） 

① 外国人求職者の分析 

⚫ 求職者数推移（新規・有効、外国人・一般（外国人を除く）の別） 

⚫ 新規求職者中の非自発的離職の割合の推移（外国人・一般（外国人を除く）の

別、在留資格別） 

⚫ 新規求職者中の無業者・前職非雇用の割合の推移（外国人・一般（外国人を除

く）の別、主要在留資格別） 

⚫ 就職率の推移（外国人・一般（外国人を除く）の別、主要在留資格別） 

⚫ 留学生新規求職者の推移（既卒・在学中別） 

② 外国人向け求人の分析 

⚫ 外国人向け求人数の推移（新規・有効、主要な在留資格別） 

⚫ 職業別の外国人向け有効求人数の推移（主要な在留資格別） 

⚫ 外国語使用有効求人の推移（言語別、職業別、主要な在留資格別）  
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第３ 既存統計と比較可能な外国人統計の整備 

 

１ 統計整備の必要性 

(1)  既存の統計等において、国籍や在留資格を把握しているものは、表１に掲げるもの

に限られる。第２に掲げるハローワークシステムで把握する行政記録情報等の分析も、

ハローワークへ求職を行わない外国人やハローワーク以外への求人の情報は含まれ

ないという限界がある。 

(2)  このため、外国人雇用対策の在り方に関する検討会の中間取りまとめでは、ハロー

ワークシステムで把握する行政記録情報等による分析は引き続き行うべきとしつつ

も、それだけでは、我が国の外国人労働者全体の労働条件、キャリア形成等の雇用管

理の実態の把握に加え、我が国労働市場における国内・国外からの労働移動の実態を

適切に把握しきれないという認識のもと、新たな統計の整備の必要性を強調している。 

(3)  また、ＯＥＣＤにおいては、加盟国の外国人に関する各種指標（表２参照）（注）を国

際比較しているが、我が国では把握していない指標や、国勢調査においてしか把握し

ていない指標が多くみられる。また、持続可能な開発目標（SDGs）においても、外国

人労働者に関する指標に係るデータが求められており、我が国における外国人労働者

の現状についての国際比較性の担保からも、外国人労働者に関する新たな国内統計の

整備が望まれる。 

（注）移民の技能と労働市場における統合・排除に関する指標(OECD(2018)) 
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２ 新たな統計の目的等 

１で述べた統計整備の必要性を踏まえ、この統計は、以下の事項を目的とすべきである。 

(1)  事業所調査及び労働者調査により、外国人労働者を雇用する事業所及び外国人労働

者の雇用労働の状況や入職離職の実態等を産業別、事業所規模別、在留資格等の別に

明らかにすること（注１）。 

(2)  集計結果により、外国人労働者の労働条件等を産業別、事業所規模別、在留資格別、

職種別等に把握・分析すること。さらに、層別の集計結果を用いて既存統計（注２）で把

握されている日本全体の雇用労働の状況等と外国人の雇用労働の状況等を産業、事業

所規模、職種等（注３）の別に比較（注４）すること。 

(3)  上記を通じ、外国人雇用対策の取り組むべき課題や優先順位を明らかにするなど、

政策の企画立案に資すること。 

（注１）この統計の事業所調査及び労働者調査により、表２で掲げるＯＥＣＤの国際比較項目のう

ち、3.1、3.7、3.8、3.10等には一定の対応が可能となる。一方で、非労働力人口を含む項目

や生活状況の項目の本格的な調査のためには、世帯調査が必要である。 

（注２）既存統計での集計値は、外国人を一部含む労働者全体の値である。 

（注３）産業別、事業所規模別等に層化無作為抽出の目標精度（標準誤差率）を担保することを前

提にしている。集計には、都道府県別の集計も含まれるが、集計項目によっては、サンプルサ

イズの大きさから、安定した値が算出できない可能性がある。 

（注４）労働者全体の母集団を対象とした既存統計において、日本人労働者に特化した値を得る方

法として、既存統計において在留資格等を把握し、日本人労働者のみの集計表を作成するこ

とが考えられる。また、外国人労働者との比較参照のため、外国人労働者を雇用する事業所

表２ 国際比較項目と既存の国内統計

国際比較項目と既存の統計（ OECD（2018）「Settling In 2018 Indicators of Immigrant Integration」に基づく）

OECD(2018)の指標
同様の調査項目を有する既存統計

（雇用労働関係）
OECD(2018)
利用統計

留意点

3.1.学歴
雇用動向調査、賃金構造基本統計調査、
就業構造基本調査

国勢調査
2019年（令和元年）以降、賃金構造基本統
計調査には、在留資格別集計が新設された

3.2.言語能力 ー － 既存統計には存在しない

3.3.成人教育・訓練 国際成人力調査 国際成人力調査すでに比較可能

3.4.就業率・労働力率 労働力調査、就業構造基本調査 国勢調査

3.5.失業率 労働力調査、就業構造基本調査 国勢調査

3.6.長期失業率
※失業期間

労働力調査、就業構造基本調査、
雇用動向調査

－

3.7.雇用契約類型 雇用動向調査、賃金構造基本統計調査 国勢調査

3.8.労働環境
※労働時間、職業

雇用動向調査、労働力調査、就業構造
基本調査

－

3.9.職能スキル
※職業

雇用動向調査、労働力調査、就業構造
基本調査

国勢調査

3.10.学歴過剰
※教育歴、職業

雇用動向調査、賃金構造基本統計調査、
就業構造基本調査

－
出身国を含めた教育歴・職業歴の調査で把
握可能

3.11.自営業 労働力調査、就業構造基本調査 国勢調査
労働力率・雇用率、失業率を把握する際に
も必要であるが、世帯調査（とそのための
ＤＢ）が必要

移民の技能と労働市場における統合・排除に関する指標
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における日本人労働者を調査する方法も考えられるが、調査の設計等についてはさらなる検

討が必要である。なお、これを日本人労働者全体の値に復元する場合や、同一事業所内の外

国人と比較する場合には、サンプルサイズや精度等の課題がある。 

いずれにせよ、日本人労働者と外国人労働者を産業や事業所規模等の影響を排除し、より

精度良く比較できるための方策については、解決すべき課題として引き続き検討されるべき

である。 

 

３ 新たな統計の実施方法 

(1)  新たな統計の整備の方法としては、日本全体を対象とした既存統計において在留資

格等を属性情報に追加する方法がある。この方法は、賃金構造基本統計調査で実施済

みであるが、外国人労働者が全労働者数に占める割合は２～３％程度であるため、調

査客体数が相当大きくなければ、標準誤差率が大きく、値を表示できる集計項目は限

定される。 

(2)  全ての雇用労働関係の統計で同様の対応をするためには、相当の調査客体数（注１）の

確保等が課題（注２）となることから、まずは、外国人労働者に特化した調査（注３）を新

設することが現実的な手段となる。 

(3)  これらを踏まえ、外国人の雇用労働に関する統計の整備の方向性としては、既存の

雇用労働統計の調査項目を統合した外国人を対象とした新たな公的統計（一般統計）
（注４）を新設すべきである。 

(4)  調査項目については、既存統計との比較可能性（注５）を担保するため、新設統計に入

れる調査項目と既存統計の調査項目の整合が必要である。 

（注１）賃金構造基本統計調査の調査客体数は、7 万８千事業所、労働者 166 万人である。 

（注２）既存統計において、外国人労働者の抽出率を日本人より高くすることで、サンプル数を確

保する方法も考えられるが、復元の方法や精度等に課題がある。 

（注３）日本と同様に、外国人労働者の割合が低い（約３％）韓国では、既存統計の調査項目に合

わせた外国人に特化した調査を実施している。ただし、世帯調査であって、産業、事業所規

模別の層化無作為抽出は行ってない。 

（注４）統計法上、国が行う統計調査は、原則として公的統計によることとされている。公的統計

とすることで、長期安定的な調査の実施、統計の品質の確保、調査票（個票）の開示とそれ

に関連する詳細な集計条件や関連情報の開示による統計データの活用が可能となるなどの利

点がある。 

（注５）既存統計は、雇用動向調査、就業構造基本調査、労働力調査等を念頭においている。この

方法では、外国人を数％含む労働者全体の母集団と、外国人労働者の母集団を比較すること

になる。 

 

４ 新たな統計の調査対象 

(1)  従来、厚生労働省が実施する雇用労働統計では、事業所及びその労働者を調査対象

とすることを基本としている。一方、労働力調査、生活状況関係統計は、非労働力人

口についても調査する必要があることから、世帯を調査対象とすることを基本として
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いる。 

(2)  外国人の労働条件その他の雇用労働の状況の調査のためには、事業所調査が不可欠

であること、厚生労働省の外国人雇用状況届出のデータベースにおいて外国人を雇用

する事業所を全数把握することが可能であることを踏まえると、新たな統計は、まず

は、事業所及びその労働者を調査対象とした調査とすべきである（表３参照）。 

(3)  非労働力人口・自営業者を含む世帯調査を実施するためには、外国人を網羅的に把

握する母集団データベース（注１）の構築が必要となる（注２）。そのためには、必要なデー

タを有する関係省庁の協力が不可欠であり、その実現へ向け、政府部内において引き

続き検討すべきである。 

（注１）国勢調査の情報を用いて外国人の調査を行おうとする場合、調査頻度が５年に１度である

一方、外国人は、在留期間が短い者や、国内外を行き来する者が多いなど、住所の異動の頻

度が高いため、住所情報の精度の担保に課題がある。 

（注２）このデータベースは、地方自治体が実施する統計での活用も期待される。 

 
 

５ 標本設計・復元における留意事項 

(1)  新たな統計の調査母集団は、外国人雇用状況届出データベースに登録（令和３年 10

月末現在）されている約 29万事業所、約 173万人の外国人労働者とすべきである。 

(2)  新たな統計の目標精度（標準誤差率）（注１）等は、既存の雇用労働関係統計の目標精度、

回収率等を踏まえ、産業分類別、事業所規模別、在留資格別の層別に決定（注２）する。

決定された目標精度を担保できるよう、層別に抽出率（復元倍率）を設定する。 

(3)  標本抽出は、産業分類（注３）、事業所規模、在留資格による層化無作為抽出とし、層の

区分けについては、可能な限り既存の統計との整合を図るべきである。これにより、
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産業分類別、事業所規模別、在留資格別の集計表において、既存統計との比較可能性
（注４）を担保すべきである（注５）。 

（注１）主要な雇用労働関係の統計では、目標精度（標準誤差率）は、４～７％程度で設定されている

ことが多い。 

（注２）既存統計の標本設計においては、産業大分類（例：１５大分類）、事業所規模（例５種類）な

どを掛け合わせたクロス表において、目標精度（標準誤差率）を担保している。新たな統計も同様

の標本設計を行えば、既存統計との比較可能性が担保される。在留資格については、詳細な在留資

格は細かすぎることから、ある程度大くくりにしたカテゴリー（例：専門的技術的分野等）につい

て、目標精度を担保することが現実的である。 

（注３）産業大分類により層化する。既存の主要な雇用労働統計においては、農業・林業、漁業は含ま

れていないが、新たな統計ではこれら産業も調査対象に含める。 

（注４）目標精度を設定した層の区分けよりも区分けを細かくする場合、目標精度は担保されず、標準

誤差率が上がる。このため、それよりも細かな区分けで既存統計と新たな統計を比較しようとした

場合、標準誤差率が大きく、比較が困難となる可能性がある。 

（注５）外国人は、在留資格の変遷を経ることが多いことから、同じ集団を継続的に調査する縦断調査

を実施することが望ましいが、予算確保等を含めて将来的な課題である。なお、統計法の規定に基

づき、研究機関が、厚生労働省から新たな統計の調査票情報（労働者票）の提供を受け、その情報

を活用してコホート集団を形成し、縦断調査を実施することは可能である。 

 

６ 属性情報の検討 

新たな統計においては、外国人の雇用労働の状況の分析に資するよう、雇用労働の状況

に影響を与える可能性のある属性情報を調査すべきである。 

(1)  外国人特有の属性情報 

⚫ 在留資格、国籍（注１） 

⚫ 在留期間、出生地（国）、最終学歴取得国、両親の出生地、母語、日本語能力（注

２）等 

(2)  既存統計と同様の属性情報 

⚫ 性別、年齢、最終学歴、卒業年等 

（注１）国籍については、最終学歴取得地や語学力等、国籍（母語）によって影響のある項目の集計

を想定している。 

（注２）日本語能力については、日本語能力検定試験など、客観的な試験結果による評価とするが、

試験を受験したことがない場合は、試験のレベルに相当するものを尋ねる調査を行う。事業所調

査とするが、労働者に同じ質問をすることも検討する。 

 

７ 調査・集計項目の検討 

(1)  新たな統計の調査・集計項目については、既存統計で集計された雇用労働の状況と

新たな統計により集計される外国人の状況の比較可能性を担保するため、既存統計（注

１）の調査項目と整合する必要がある（注２）（資料２参照）。 

（注１）雇用動向調査、就業構造基本調査、労働力調査等を念頭においている。 
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（注２）調査票の設計に当たっては、外国人に関する調査を実施した経験のある地方自治体の意見を

聞くべきである。また、労働者票の設計に当たっては、外国人労働者の意見を聞くべきである。 

(2)  雇用労働の調査項目としては、以下の項目を含むべきである。 

⚫ 就業上の地位、雇用形態、就業日数、職種、収入関係、勤続年数、訓練・自己啓

発、育児・介護状況等 

⚫ 入職経路等（国内外）、前職情報（国内外）等（注） 

（注）雇用動向調査、就業構造基本調査、労働力調査の調査項目を念頭においている。入職に要す

る費用も調査する（事業所票、労働者票双方）。労働者調査では、副業の有無の調査も検討する。 

(3)  生活状況の調査項目としては、以下の事項を含むべきである。 

⚫ 世帯構成員の情報（性別、年齢等（注１））、世帯収入、仕送り額（注２）、社会・労働

保険加入状況（注３） 等 

（注１）国内居住者については、調査項目が過大とならない範囲で就学状況等も含める。生活状

況に関する本格的な調査は、４（３）で述べたとおり、非労働力人口等を含む世帯調査にお

ける課題として検討されるべきである。 

（注２）送金に要する費用も含む。なお、入職に要する費用や、送金に要する費用については、

持続可能な開発目標（SDGs）において、移民に関係する指標として求められている指標の一

部であることに留意する。 

（注３）制度的には加入は担保されているが、実態について把握する必要がある。なお、労働者

のみを対象とした調査となるため、外国人全体の状況を把握できるわけではない。本格的

な調査は、世帯調査によって行われる必要がある。 

 

８ 調査票・調査経路の検討 

(1)  調査票は、事業所票と労働者票とし、労働者票は労働者（注１）に回答を求める。なお、

回収率を維持するため、労働者票の調査項目は極力限定する必要がある。このため、

事業所が把握している労働者に関する事項（注２）については事業所票に盛り込むべき

である。 

(2)  調査経路は雇用動向調査等を参考に検討するが、労働者票は事業者が労働者に配付

し、労働者が直接返送する方式を念頭におき、インターネットによる回答も可能とす

るべきである。 

（注１）調査対象が派遣事業者の場合は、派遣労働者も調査対象に含まれる。なお、派遣元事業者は、

派遣労働者の国籍、在留資格を把握し、賃金等を賃金台帳で管理していることに加え、派遣先名

称・所在地、従事する業務の種類、教育訓練の内容等を把握し、派遣元管理台帳に記載すること

が義務づけられているため、これら派遣先の情報を事業所票に回答することが可能である。 

（注２）事業所票の回答の正確性の担保のため、台帳等の整備が求められている事項を中心とする

よう留意する。 

 

９ 調査頻度の検討 

(1)  雇用労働の既存統計（事業所調査）の調査頻度との整合性を保つため、年１回を基

本とすべきである。 
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(2)  調査の基準となる期日（注）を定め、その日における状況を調査する。 

（注）回収率の向上のため、主要な事業所調査の基準期日と重ならないように調整する必要がある。 

 

１０ 回収率を高める工夫 

(1)  過去の外国人向けのアンケート調査結果を踏まえると、個人調査は質問数が多くな

ると、回答率が下がる傾向が認められることに留意し、労働者調査は質問項目の絞り

込みが必要である。 

(2)  地方自治体等の調査で行われている工夫は以下のとおり。 

① 多言語対応（ネット回答含め）（注１） 

② 督促の実施 

③ レイアウト、イラスト等による見やすさの工夫 

④ ウェブでの回答（注２）を併用 

⑤ 所属先からの周知・配付（注３） 

⑥ ノベルティ等の付与 

（注１）外国語の質問については、訳し戻し（日本語→外国語→日本語）によるチェックが必要であ

る。 

（注２）紙媒体と比較して回収数は少ないことが多いが、回収数の積み上げには寄与する。 

（注３）雇用動向調査等での労働者票の配付の方法を参考にする。 

 

１１ 既存統計を所管する関係省庁への働きかけ 

(1)  サンプル数が多い雇用労働に関わる基本的な統計については、在留資格を調査項目

に追加するように、関係省庁に働きかけるべきである。 

(2)  ４(3)に述べたように、非労働力人口を含む外国人全体の調査を行うためには、外

国人を網羅的に把握する母集団データベースが必要である（注１）。このデータベースの

構築のため、各省庁の持つ行政記録情報を活用できる仕組みの構築（注２）について、総

務省統計当局に働きかけるべきである。 

（注１）データベースの構築に当たっては、構築過程における外国人の人権への配慮が必要である。 

（注２）令和５年度からの新たな「公的統計の整備に関する基本的な計画」において、外国人の状況

の把握についても言及するように働きかけるべきである。 
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第４ 人手不足を判断するための既存統計の活用等 

 

１ 人手不足を判断するための指標の必要性 

(1)  「特定技能運用基本方針」（H30.12.25閣議決定）においては、本制度による外国人

の受入れは、「生産性向上や国内人材確保のための取組を行った上で、なお、人材を

確保することが困難な状況にある」産業上の分野に限って行うとされている。 

(2)  足下の人手不足感を判断するためには、各産業分野の主たる業務に従事する労働者

を念頭に、産業別（職種別）に人手不足の状況を把握する指標が必要である。これら

指標は、特定の産業・職種が人手不足にあることを明らかにし、かつ、他の職種の人

手不足の状況と比較可能であるべきである。 

(3)  このため、人手不足を評価する指標について、既存統計を活用した手法を検討した。

これらの指標の検討は、データに基づく多面的な外国人の受入れの議論に資するもの

である。 

 

２ 評価指標の検討 

(1)  欧州諸国の多くは、外国人の受入れにあたり、労働力需給に関する様々な分析を行

っている。この内容としては、労働力不足職種の分析、産業分野別の分析、雇用主調

査、予測分析などがある（表４参照）。これらは、相互補完的に外国人労働者の受入

れ政策の決定に活用されている。日本の特定技能労働者の受入れは、１(1)の要件を

満たす人手不足の産業の分野で行われる。欧州諸国で行われている分析のうち、この

受入れ分野の設定に最も関係が深いものとして、労働力不足職種の分析があげられる。 

(2)  労働力不足職種の分析を行っている欧州諸国のうち、英国移民顧問委員会（MAC）

は、多くの客観的な指標を採用し、それに基づき、労働力不足職種の設定（注１）を行っ

ている。 

(3)  本研究会では、特定技能労働者の受入は、産業分野別に行われること、客観的な指

標による判断が求められていることから、英国の指標セットを例として検討した。た

だし、英国においても、このような指標には、あいまいさが残るとしており（注２）、そ

の活用には複数の指標を総合的に評価することが必要である（表５参照）。 

(4)  英国移民顧問委員会では、構造的な人手不足を見るための指標として、以下の３種

類（注３）の指標セットを採用している（表５参照）。 

① 価格基準指標（実質賃金中央値の変化率、時間あたり賃金中央値変化率） 

② 雇用主基準指標（未充足者数/雇用者数、求人数/雇用者数） 

③ 規模基準指標（雇用者数変化率、労働時間変化率、入職者数/雇用者数の前年差） 

(5)  これら幅広い指標セットが、人手不足を判断する材料として我が国においても活用

可能か（注４）を検討した。 

（注１）英国では、2010年から人手不足の客観指標セットの開発とそれを活用した、労働力不足職

種（SOL）の設定を行っている。人手不足職種の判断は、客観指標だけでなく、雇用主に対

するヒアリング等の結果も加味して判断している。指標は、2017 年に見直しが行われた。

（MAC (2017)）。 
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※ Migration Advisory Committee (MAC) (2017) “Assessing labour market shortages-

A methodology update” 

（注２）英国移民顧問委員会によれば、人手不足についてのユニバーサルな経験的尺度は存在せず、

容易に開発できるようにも見えないこと、人手不足の規模感にはかなりのあいまいさが残る

こと、職種別人手不足を計測することは、非常に困難なタスクであり、一つの単一の尺度は

ないこと、といった文献を引用しつつ、人手不足を評価するための方法論の確立には、判断

と実用主義の要素が不可避的に含まれる、としている（MAC(2017)）。このため、雇用主指標

に加え、価格基準指標や規模基準指標を示し、総合的な判断が必要としている。 

（注３）労働市場の不均衡を示す指標（欠員率等、労働力の不均衡を示す指標）も提言されているが、

現時点では使用されていない。 

（注４）英国は職種別の労働市場が発達しているなど、日本の労働市場とは異なる側面もある。指標

の利用に当たっては、こういった点に留意する必要がある。また、特定技能制度が全国一律

の制度であるため、ここでは全国の指標の分析を行っているが、労働力需給の状況は地域に

よって異なることにも留意する必要がある。 
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３ 指標の算出方法の検討 

(1)  英国で使用されている指標（表６参照）を我が国において算出するために、活用可

能な既存の雇用労働統計（雇用動向調査、賃金構造基本統計調査、労働力調査等）を

検討した（表７参照）。 

(2)  指標の算出は、特定技能制度における受入数が全国で決定されていることから、全

国の分析を行う。地域における指標を算出する必要がある場合は、調査票（個票）情

報を用いた解析も考えられる。 
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４ 事例研究（介護を例として） 

(1)  表６で検討した指標について、介護業を例として、既存統計や調査結果から、英国

移民顧問委員会の指標を実際に算出した。 
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(2)  なお、英国移民顧問委員会では、ベンチマーク（注１）を設定し、それとの比較を行っ

ているが、事例研究においては、介護職と全産業のトレンドの比較（注２）により評価を

行った。 

（注１）英国移民顧問委員会の指標の多くは、好景気時の中央値に 50％を加えた値をベンチマーク

として設定している。人手不足であるかの判断は、各年の職種別の指標の数字とベンチマーク

を比較することで、毎年、人手不足の評価を行っている。 

（注２）我が国においては、特定のベンチマークを設定することは困難であるため、各指標における

全産業の値と、介護職の値のトレンドの比較を行い、人手不足の状況を評価した。 

(3) 既存統計から算出可能であった指標は以下のとおりである。 

⚫ 指標 P1：実質年間給与額１年間変化率（％）（注１） 

⚫ 指標 P2：実質年間給与額３年間変化率（％）（注１） 

⚫ 指標 P3：対象職種時間賃金／全職種時間賃金の加重平均 

⚫ 指標 E1：未充足求人数／雇用者数（％） 

⚫ 指標 E2の代替指標：有効求人倍率（倍）（注２） 

⚫ 指標 V2：雇用者数１年間変化率（％） 

⚫ 指標 V3：労働時間３年間変化率（％） 

⚫ 指標 V4：（当該年新規雇用者／当該年雇用者全体）の前年差（％ポイント） 

(4) 既存統計からは集計困難であった指標は以下のとおりである。 

⚫ 指標 V1:失業者、非労働者人口の加重ストック／（被雇用者、失業者、非労働力

人口）（注３） 

⚫ 指標 E2：有効求人数／雇用者数（注２） 

（注１）P1と P2は、公表されている集計表を用いた場合、本来は中央値のところ、平均値となる。

ただし、個票データを用いれば、中央値を算出可能。 

（注２）E2 については、我が国では、有効求人数と雇用者数を同一統計で調査している統計がな

く、異なる統計の数値により算出（例：職業安定業務統計の有効求人数を労働力調査の労働

者数で除すなど）する場合、信頼性が担保できない。このため、職業安定業務統計の有効求

人倍率を代替指標とした。 

（注３）V1は、我が国では該当する統計がないため、算出不能。 

(5) 事例研究結果 

事例研究の結果を図１～図５に示す。（数値表は資料３参照。）（注）。 

（注）P1、P2（図１）と V3（図４）については、公表されている集計データによる平均値に加え、

調査票（個票）データを用いて、中央値を算出して示した。個票データの抽出は、産業中分

類かつ職業で行った。P3（図２）、E1（図３）と V4（図５）については、公表値から算出さ

れた値に加え、産業中分類かつ職業で抽出した個票データからの算出した値も示した。 
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(6) 考察 

① 算出可能な指標及び代替指標のトレンドについては、全産業のトレンドと比較し

て、介護職員は、賃金等が上昇しており、労働時間の減少が少なく、雇用者数が増

加している一方で、未充足求人の割合等が高いことを示す結果となった。 

② これら指標は、各産業における特定の職種の人手不足の状況を評価するために、一

定の有用性を持つものと認められるが、以下の点に留意する必要がある。 

⚫ 公表されている統計の集計結果だけでは職種や産業を絞り込めない場合、個票

（調査票）による分析を行い、絞り込みを行う必要がある。 

⚫ 絞り込みを行う段階で、サンプル数の減少により、精度が低下することもある

ため、複数の指標により相互に補完しながら評価を行う必要がある。 

③ これら指標については、今後の人手不足産業（職種）の判断において活用されるべ

きである。その際、各指標による産業（職種）間の比較可能性が担保できるよう、

今般のケーススタディのように可能な範囲で公的統計のデータを使用すべきであ

る。 
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資料１ 「外国人雇用対策の在り方に関する検討会」に提出したハローワークが保有する行

政記録情報の分析例 
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資料２ 雇用労働関係統計の調査項目の比較と新統計の調査項目の検討 
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資料３ 英国の労働力不足職種判断指標による介護職ケーススタディ 
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参考資料１ 外国人雇用対策の在り方に関する検討会 中間取りまとめの概要 
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参考資料２ 我が国における外国人に関する統計・データ 

１ 我が国の労働市場、生活状況に関する統計（外国人関係） 
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２ 公的統計の抽出方法 
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参考資料３ 海外における外国人に関する統計・データ 

１ OECD（2018） 「Settling In 2018 Indicators of Immigrant Integration」に基づく

概要整理 
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２ 諸外国の移民・外国人の労働市場に関する統計 
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３ 諸外国の移民・外国人の生活状況等に関する統計 
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４ 諸外国の関連主要統計（詳細） 
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５ 諸外国における各種統計・調査の具体的な調査方法 
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参考資料４ 新たな統計の設計・実施における検討内容 

１ 母集団データベースの構築に関する状況 
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２ 住民基本台帳／在留外国人登録を用いた調査における精度について（国立社会保障・人

口問題研究所 是川 夕氏 提供資料） 
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３ 地方自治体実施の外国人住民向け調査レビュー 
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４ SDGs指標への対応状況について 
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５ アンケート調査 回収率向上に向けた工夫・事例 
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参考資料５ 労働力需給に関する統計、人材不足の把握方法、受入れ調整制度 

１ 我が国の労働力需給に関する統計 



93 

 



94 

 



95 

 

 

  



96 

 

２ 諸外国の労働力需給に関する統計、人材不足の把握方法 
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３ 受入れ規模等の調整に係る制度 
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４ その他 
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